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1．はじめに

昨年、交流5月号で、台湾企業と日本企業がそ
れぞれアメリカで登録した特許データの分析・比
較から、台湾企業の先端技術分野における新技術
の獲得手法についてお話をいたしました。本の冒
頭では、まず、前回の内容をサマライズいたしま
す。21 世紀に入り、電子電機分野における台湾企
業の躍進は目覚ましいものがあります。パーソナ
ル・コンピュータ（PC）のメーカー別の 2009 年
の世界の出荷額では、エーサーが全体の 10.6％を
占めるまでになり、HP に次いで世界2位に躍進
しています。1 また、ODM（Original Design
Manufacturing）分野では、コンパル（仁宝電脳）
とクアンタ（広達電脳）ウィストロン（緯創）が
激しいトップ争いをしており、2009 年の数字で
は、実に世界の PCの約 50％（出荷額ベース）を
台湾企業が生産していることになります。現在で
は、台湾企業は PC産業に大きな影響を持つよう
になっています。更に近年では、スマートフォン
分野にも進出し、アップルの iPhone やサムスン
のギャラクシーが人気を得る中、HTC 製品が健
闘、一角を占めるまでに成長しています。2 これ
らに代表される技術志向の高いハイテク製品は、
単純に安価と言うだけでは、市場において支持が
得られないものです。PC とスマートフォンで
は、産業構造、利益構造、製造手法に異なりがあ
り、全く同様に考えることは難しいのですが、そ
れでも、ユーザーが機能や質を強く意識して、製

品選択を行う点は、共通していると思われます。
この環境下で、世界市場において、高い支持を得
ていると言うことは、それらを生産する台湾メー
カーが、一定以上の技術水準を保有していると判
断することは、間違いではないと思われます。

2．台湾メーカーの新技術獲得手法

このようなことから、昨年の「交流」5月号で
は、台湾メーカーが実際に有する技術水準を、特
許の分析によって計ることを試みた研究の成果報
告をいたしました。その結果、アメリカ特許庁へ
の台湾企業の登録特許数は、日本企業の約 10 分
の1であるものの、各年の総数は、近年継続して
増加をしており、新たに得た技術を、主たるマー
ケット国（アメリカ）で権利化して、競合他社の
模倣を許さない戦略を採っていることがうかがえ
る結果になっています。また、更に特徴的であっ
たのが、台湾企業の新技術獲得手法でした。研究
では、特許データに付与される国際的に共通な技
術コード（IPC)3 の分析を行い、当該特許が持つ
技術について精緻に知ることを試みました。この
コードは、もともと、先願特許の有無を探査する
ために用いられる、検索用のコードとして設けら
れたものです。各国において専門の審査官が決定
しており、信用度が極めて高いものです。前回の
報告では、台湾企業において、2000 年と 2005 年
を比較した場合、5年前には、出願上位に現れて
いなかった技術が、5年後に新たに、幾つも現れ
る現象が得られています。これは日本企業には見
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られない珍しいことでした。これまで特許は、研
究開発活動の成果として、数多くの研究者の対象
になってきました。私達の研究グループもそれら
の先達に習い、特許データの計量分析研究を行
なって、R&D 戦略、知財戦略を検証してきてい
ます。その結果においては、数年前まで目立って
存在していなかった技術分野の特許が、急に数多
く出現することは、余り見ることがない現象でし
た。ご承知のように、研究開発活動は大変地道な
もので、日々の努力による成果は、時間を経て除々
にポツポツと現れてきます。そして、ある時、そ
の数が急に高まり、結果として、出願した企業の
中心的な技術になって、暫くの間、公開数・登録
数ともに、高い数で安定して行くことが一般的に
見られる現象です。まさに、「研究開発は一日に
して成らず。」と言ったところです。従って、台湾
企業で得られた結果は、通常、一般的な研究開発
の手法では起こりにくいものでした。言い換えれ
ば、何らか自社 R&D活動だけではない別の方法
で、新しい技術を短期間に獲得したと考えられま
す。
これに関連して、前回の台湾企業の研究分析で
は、本件の回答を導くためのヒントのような現象
が見受けられました。それは、これまで台湾企業
が保有しなかった技術分野において、特許登録を
数多く行った企業は、過去に、特許出願企業とし
て、馴染みがない企業であると言うことです。こ
れは、既存の台湾メーカーが自社の研究開発分野
を拡張して、新たな技術分野の発明を得たと言う
ことではなく、例えば、新技術分野を志向するベ
ンチャー企業等が、投資や、買収（M&A）によ
り、大企業の傘下に入るなどの形で、多くの研究
開発資金を得て、研究活動を加速させたことが考
えられます。この場合のM&Aでは、2つの会社
が1つの新会社となって、新たな技術分野に注力
しようとした姿として、受け取ることができます。
つまり、何らか積極的且つ、大胆な組織の組み替

えにより、新分野の研究開発が加速され、このよ
うな結果や現象が得られたと推察できます。新技
術分野における、新たな発明を、社内の R&Dだ
けで、獲得して行く手法は、失敗のリスクも高く
なるうえ、何よりも時間を必要とします。そのた
め、社外の技術を積極的に自社（傘下）に取り込
んで行く手法が、資金面において支障がなければ、
即効性のある有効な選択肢であると考えられたの
だと思います。競合他社よりも先んじて獲得した
新技術を、いち早く市場で権利化し、競争優位な
ポジションを築くことは、新たな技術を含んだ製
品には必要なことです。そう言えば、台湾企業は、
これまでも、市場化速度を早めるために、社外の
技術を積極的に取り込む努力（オープンイノベー
ション）を必要な戦略として進めてきた経緯があ
ります。ITRI（台湾工業技術院）をなどの公的研
究機関が得た技術を、民間企業へ技術知のスピル
オーバー（拡散）をさせていた4 のが、その良い
事例であると思われます。かつて、台湾企業は、
安価に製造し販売する「コスト競争」にその活路
を見いだしていたのですが、今後は、安価であり、
且つ、高付加価値（機能が高く、質も高い）を持
つ製品を製造、販売して行かなくてはなりません。
台湾企業にも、価格競争力ばかりでなく、技術力
とスピードが要求されているのだと思います。

3．台湾企業の中国での技術創造活動

ところで、今回は、話題を、台湾企業の中国に
おける R&D 活動についてお話したいと思いま
す。中国は、当然ながら台湾にとって、切っても
切り離せない関係にある国であり、近年は、経済
成長が著しく、市場も除々に成熟し、約 15 億人と
も言われる市場が、台湾だけではなく、世界各国
の企業を魅了するようになってきました。その中
で、台湾企業は、民族的にも、言語的にも、巨大
市場を有用できる優位な位置にあると言われてい
ます。実際に、台湾企業はいち早く、安価な労働
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力を活用した生産拠点を中国内に数多く設けてい
ます。今では、余りに中国産業界に深く入り込み
過ぎ、どれが純粋な中国企業で、どれが台湾企業
（台湾系企業）であるのか、判断が難しいケースが
多くなっていると聞きます。5 このように、市場
に近いところ（市場内）で生産し、販売する活動
は「地産地消」と呼ばれています。これは、市場
のニーズをいち早く聞き入れ、ニーズに即応する
ための手法です。この場合の「地産」とは、実際
には、研究開発を含むのではなく、「生産」工程ま
でに留まっています。簡単に言えば、現地での組
み立て作業までを指しています。外資企業が、将
来事業の核となる新技術の創成を中国内で実施し
ている事例は、実はまだまだ多くないと考えられ
ます。しかし、近年、単なる生産活動だけではな
く、市場が好む意匠を施し、購買者の意欲を一層
促す目的で、D&D（デザイン・開発)6 を中国内に
て活発化させる動きが起こっています。実際に、
中国にある外資系企業の活動内容を調査研究した
論文では、外資企業の「研究所」と称する機関の
活動の多くは研究開発ではなく、D&D であると
の報告がなされています。台湾と中国は、同じ中
華文化圏にありながら、消費者の嗜好は、異なる
ということです。加えて、中国内もまた広大であ
り、各都市間でも、市場の嗜好は異なると考えら
れます。台湾企業の中国内D&D機関では、基本
的な研究開発や設計は、台湾で行ない、それらを
終えた後、市場化前提の調整として、中国市場に
おいて嗜好される意匠を施しています。この場合
の意匠とは、主に、製品の形状や色や模様を指し
ますが、中には、素材や風合いまで踏み込む場合
があると考えられています。いずれにしても、外
資企業から見れば、中国市場の成熟度は、完成製
品を単に輸出して、販売することでは既に対応が
難しく、中国国内でD&Dを行い、市場のニーズ
に対応し製造・販売することで即応しなければな
らない程度まで、高まっていると考えられます。

勿論、中国国内での製造が急進展したことについ
ては、関税の問題や、現地の安価で豊富な人材資
源の有用などが、先んじる要因であると思えます
が、少なくとも、「安かろう」、「悪かろう」の製品
を販売できる程、易しい市場では既にないことは、
明白な事実になっていると言えるでしょう。

4．外資企業が中国でR&Dを行う必要性

ところで、外資企業にとって、そもそも中国に
R&D 拠点を設ける必要はあるのでしょうか。市
場ニーズを聞き入れ、対応するためのD&D拠点
であるなら理解は可能ですが、R&D によって、
全く新たな技術を生み出すことを目的とした活動
を、中国で実施する意味は、あるのでしょうか。
これに関しては、企業競争力上の視点からすれば、
一定の意味があるのではないかと考えられます。
仮に、台湾などの外資企業が、中国市場において
先端技術を含む製品を製造・販売する場合、競合
他社や中国企業からの模倣される恐れがありま
す。このため、中国特許庁に対して、特許出願を
行い、権利化を進め、核となる新たな技術（＝発
明）を法的に保護する手続きを取ります。しかし、
特許出願→査定→権利化（法的保護）については、
中国国内法人による場合と、海外から外資企業が
行う場合とでは、必要となる時間や経費に差が出
ます。勿論、これは中国特許庁に限った話ではな
く、海外からの特許出願は、物理的な不利を抱え
ていることが一般的です。また、これらの手続き
上の話とは別に、国内市場を外資企業から保護す
るために、特許査定の可否も国内企業に何らか優
位に働くことが多いのではないかとの、通俗的な
見解が存在します。（明確な根拠があるわけでは
ありません。特許法上は、出願者属性の如何に関
わらず、特許出願案件は平等に扱われることに
なっています。）特に、新興国市場は先進国の外資
企業にとって成長の可能性が大きく、魅力的なも
のであり、獲得した新規技術を、新興国市場で積
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極的に特許として権利化することにより、競合他
社との競争を優位に進めて行こうとします。その
ため、自国産業保護の観点から、一連の特許出願
から審査、権利化への過程においては、自国内企
業に有利に働くことがあると言う、まことしやか
な話が存在をしているのです。そのため、物理的
な距離が近い台湾企業であっても、中国国内企業
として、得られた新規発明を、中国特許庁に出願
する戦略が有効になるわけです。多様な製品があ
る中で、特に先端技術を用いたハイテク製品は、
核となる技術を得るために、R&D によって、時
間と費用をかけてきたわけですから、それを模倣
され、類似製品を生産・販売されてしまっては、
R&D で成果を得るために費やした、努力の意味
が薄くなってしまいます。競合外資企業だけでな
く、新興国では、国内セカンドティアー企業（2
番手企業）も技術力を付けて来ているわけですか
ら、模倣の可能性もいわんや高まる一方です。そ
れらの視点からも、外資企業が中国現地法人とし
て、中国国内で、新たに得た先端技術の特許出願
を行い、特許の権利化を進めることは、大変意義
深いことになります。しかしながら、前掲のよう
に、外資企業の中国における R&D活動は、余り
進展していないように思われます。7 今回は、こ
の点について、台湾企業を中心としたデータ分析
によって、明らかにして行きたいと思います。

5．中国における企業のR&D活動

ところで、中国において R&Dを行う意義があ
るにも係わらず、外資企業の活動が、活発化して
いない原因はどこにあるのでしょうか。考えられ
る一つ目の理由は、情報流失へのリスクです。外
資企業にとって、中国の優秀な若手研究者を雇用
し、中国現地で R&Dを実施することは、魅力的
であると思います。取り分け、言葉の壁がない台
湾企業にとっては、自社技術水準を短期間で高度
化できる格好の機会です。毎年中国から、欧米の

大学や研究機関に、台湾の留学生数を大きく上回
る技術者人材が留学をしています。欧米研究機関
において最新の技術知見を吸収した中国人研究者
は、台湾企業にとって、喉から手が出るほど欲し
い人材であると言えるでしょう。しかし、これら
の人材の多くは、基本的には、欧米の大学や研究
機関に留まり、研究を継続することを望んでいる
ため、実際に中国に戻り、現地採用として外資企
業に就職する者は決して多くないと考えられま
す。そのため、欧米からの帰国技術者の賃金は、
他の技術者と比較し、高額になっています。これ
と同様に、競合他社から、核となる中国人技術人
材を高額でヘッドハンティングすることも、頻繁
に起こっていると聞きます。このため、中国では
技術人材の流動性が毎年、高まっているとのこと
です。仮に、自社にとって将来の核となる技術知
識を有した貴重な技術人材が、競合他社に移籍し
てしまえば、自社の保有する核技術の流出危機と
なります。この点は、中国に限らず、R&D を異
国で実施することの難しさの一つと言えます。ま
た、二つ目の理由として、知的財産保護制度の未
整備を挙げることができるでしょう。先進技術分
野の R&Dにおいて、苦労して生み出した新技術
を法的に保護できる仕組みの整備が、非常に重要
です。中国では、ようやく知的財産保護制度が整
備され、中国企業、大学による、中国国内での新
技術の出願→権利化が安定して行われるように
なってきました。しかし、いまだ、完全に整備さ
れたとは言えず、出願から審査→権利化まで、か
なりの時間を要することが多くあります。これに
加えて、国内出願、海外出願においても、弁理士
の数、水準が重要な要件となります。特許として
権利化し、新技術を保護する場合、当該技術が独
占できる技術範囲を請求項（クレーム）で規定し
ます。その範囲が広ければ広い程、一般には価値
の高い特許であると言う意味に繋がります。請求
項を作成する場合、弁理士の技能や経験は大変重

交流 2011.11 No.848

― 4 ―



要になります。現在の中国では、出願案件数に比
べ、弁理士の数がいまだ十分ではないと言われて
います。そのため、法制度整備や、弁理士など知
財業務関連の専門人材の育成を急いでいる様子が
伺えますが、実際には、追いついていない状況が
続いているようです。三つ目の理由として、現在
の中国には、企業の R&D 部門にとって有効な
パートナーとなる、大学研究機関や国立研究機関
の数と質が、十分でないことが挙げられます。今
日の先端技術分野の R&Dでは、自社内の技術者
だけで、必要な全ての技術分野の研究を網羅的に
行うことは、有効な手法であるとは考え難いで
しょう。とりわけ、失敗のリスクが高い、未踏の
先端技術分野の研究では、そのリスクは高まるわ
けです。そのため、リスクを軽減する手法として、
パブリックドメインと呼ばれる大学や国立研究所
と共同研究を行うことが、重要な手段となってい
ます。これを、アメリカカルフォルニア大学バー
クレー校のチエスボロウ教授8 は、「オープンイ
ノベーション」と呼びました。日本では、産学連
携として、大学等との共同研究成果を積極的に市
場化しようとする姿勢が、企業、学校の双方にも
見られるようになっています。中国にも、精華大
学や上海交通大学を始め、非常に優れた知を有す
る大学が数多く存在しますが、欧米や日本と比較
すると産学連携の歴史はまだ浅く、互いの協業に
より、核となる基本技術を基本に生み出し、市場
化できる製品を数多く送り出すようになるまでに
は、暫く時間を要するように思われます。中国精
華大学と北京市で出資する、精華大学内にある、
北京－精華工業技術院の朱教授に伺った話しです
が、精華大学であっても、企業から持ち込まれる
技術ニーズ（基礎研究レベルのニーズ）に対応で
きる研究員を選定して、企業との共同研究に結び
付けることは容易ではなく、双方の研究者の視点
や姿勢を変えて行く必要性があるとのことでし
た。このような理由から、中国国内において、外

資企業の R&D活動を活発化させるためには、周
辺環境の未整備が原因として残存しているように
思われます。しかしながら、2000 年に入って、中
国企業自体の技術力水準が急激に上がり、中国企
業の特許出願が増加しはじめています。後ほどご
覧頂きますが、その中には、企業だけではなく、
大学等も含まれており、外資企業の中国内での
R&D 活動は、これらのローカルな中国機関の台
頭に大きく影響されて行くものと考えられます。

6．今回、研究・分析に用いたデータについて

前掲の話を踏まえ、今回の交流では、私達の研
究グループが直近で行った特許データの計量分析
による、台湾企業を中心とした外資企業の中国に
おける研究活動について述べます。今回の研究の
対象となる特許データは、中国特許庁に 1997 年
1月1日から 2006 年 12 月 31 日までに出願され
た発明のうち、出願人が審査請求を行い 2010 年
9月 14 日までに登録された特許情報となります。
そのうち、さらに本研究の対象として、個々の特
許の主要な技術特徴を示すMain-IPC が、Gセク
ション（物理学）となるものを抽出しています。
台湾企業が出願・登録する特許の IPC を見ると、
この G セクションが最も多くなっています。半
導体や、電気電子など、台湾企業が得意とする技
術分野であると言えます。なお、本研究で用いる
登録特許の合計数と、登録特許の出願人のそれぞ
れの総数が異なっております。これは、出願人が
複数ある登録特許が存在するためです。私達の研
究グループは、これらの 10 年間の中国特許庁に
おける登録特許データを、データベースに格納し、
データマイニングを行うことによって、数値に隠
された事実を明らかにしようとしています。

7．中国特許庁の特許データ分析

ここでは、データ分析で得られた事実について、
それぞれ見て行きたいと思います。表1は、1997
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年1月1日から 2006 年 12 月 31 日において、中
国特許庁に登録された特許データの内、2010 年9
月 14 日までに登録されたものを元に、G 分野の
技術コードをメイン IPC に持つ特許データを抽
出し、その総数推移と出願者数推移を示した表に
なります。出願人総数の方が登録特許件数を上
回っているのは、出願者が複数の場合があるため
です。
この 10 年間で、G分野の登録特許数及び、出願
者数ともに、着実に増加していることが分ります。
中国特許庁は、特許の公開制度をとっていないた
め、それぞれの年に出願された公開特許数がどの
程度あったのか不明であり、登録率を知ることが
できませんが、G分野だけでも、登録特許数が 10
年で3倍に増加していることを見ても、中国市場
がいかに成長しているかが、理解できる結果に
なっていると思います。また、出願者数も同様に
3倍強になっていることから、R6Dを行い、得ら
れた成果を特許として権利化しようとする者の裾
野は着実に広がりを見せていると言えます。この
数は、年を追うごとに増加して行くと考えられま
すが、2008 年以降に出願された特許では、まだ、
特許査定が下らないもの（審議中のもの）が多い
ため、現状では、各年の登録特許数が少ない状況
にあります。そのため、今回の分析の対象として
は、2006 年に出願された特許データで、登録が行
われたものまでとしています。
次に、表2ですが、同じく 1997 年から 2006 年
の 10 年間において、中国特許庁に登録された特
許について、登録特許を数多く有する組織（企業・
大学）のトップ 20 及び、トップ 70 位以内に入っ

た台湾企業について、経年の登録数の変化を一覧
にしたものです。
G分野における登録特許件数においては、サム

スン電子（韓国）とパナソニックが首位を激しく
争っていることがわかります。しかし 2003 年ご
ろから、サムスン電子が、じわじわとその数を増
やし、引き離しています。2006 年の登録数が少な
い企業が比較的多いのは、2006 年に出願され、ま
だ登録されていない特許がいくつか存在するから
だと思われます。
登録総件数は着実に増加をしていますが、それ

に反して、日本企業の登録件数は、2003 年頃から、
やや減少基調にあるように思います。ただし、日
本企業は、G分野において、トップ 20 に8社が名
を連ねており、その活用度合は別として、知財を
中心としたビジネス戦略を志向していることに変
化はないようです。一方、台湾企業では、鴻海精
密工業（以降、鴻海）が特許登録に積極的です。
本章の後段で取り上げますが、鴻海は、6位の鴻
富錦（鴻海系中国法人）と共に、共同特許を数多
く登録しています。また、31 位の InnoLux
Display Corporation も、鴻海系の中国法人です。
鴻海は、これらの中国法人を中心に、出願する技
術分野を分けて、中国特許庁への共同出願→共同
登録を積極的に進めています。表2の数は、出願
社（者）数を総計したものであり、この3社間の
特許は多分に重複をしています。特許1件をユ
ニークとして数えた場合は、この3社の特許総和
の3分の1強の数になるのではないかと思われま
す。また、鴻海以外では、インベンテックは、
2001 年に始めて特許を登録後、2006 年には 270
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表1 企業別 1997 年－ 2006 年に中国特許庁に出願された特許データの登録状況（Main IPC G分野の
もの）と出願社（者）数
出願年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 総計
特許登録数 6312 7448 8842 10929 13945 19109 24490 27078 29909 29880 177942
出願人数 8498 9702 12029 13983 15994 24057 29950 33509 37167 38512 223401
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件もの登録をするまでになっています。鴻海系の
中国法人を除く、純粋な中国機関では、レノボ、
精華大学、ハウエイが積極的に研究開発を行い、
その成果の権利化を推し進めていることがわかり
ます。
次に表3と表4を見て頂きます。これは、中国
特許庁への登録特許における技術分野の経年変化
を企業全体とトップ 70 位以内にある台湾企業で
比較したものです。
一目瞭然ですが、企業全体における登録技術分
野を見ると、ある程度、技術分野が分散している
ことに気付きます。一方、トップ 70 位以内の台
湾企業の登録特許を集約した場合の技術分野を見

ると、2006 年に出願された登録された特許の技術
では、G06F G02F の2つの和で、全体の 59％に及
ぶことがわかります。とりわけ、G02F の薄型パ
ネル関連の特許の伸びには、すさまじいものがあ
ります。1997 年には、登録が全くなかった技術で
すが、時間とともに増加し、2003 年は 107 件とな
り、2006 件にはついに、単年度で 392 件となりま
した。近年、台湾企業がおしなべて注力している
技術分野であると思われます。また、2つの表を
マクロ的な視点で捉えると、中国で新規に登録さ
れるG分野の新技術中、そのほぼ、10％が台湾企
業のものであると読み取ることができます。新た
に特許登録される新技術の中には、実際に活用さ
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表3 Main-IPC別の登録特許数の変化（1997 年－ 2003 年－ 2006 年）全体
1997 年 2002 年 2006 年

順位 総計 75 出願中
比 率

出 願 中
比率積算 総計 957 出願中

比 率
出 願 中
比率積算 総計 1627 出願中

比 率
出 願 中
比率積算

1 G06F 42 56％ 56％ G06F 407 43％ 43％ G06F 566 35％ 35％
2 G06K 9 12％ 68％ G11B 147 15％ 58％ G02F 392 24％ 59％
3 G02B 8 11％ 79％ G02B 121 13％ 71％ G09G 146 9％ 68％
4 G06T 4 5％ 84％ G02F 107 11％ 82％ G11B 115 7％ 75％
5 G12B 4 5％ 89％ G06K 33 3％ 85％ G02B 99 6％ 81％
6 G03B 3 4％ 93％ G01R 25 3％ 88％ G01R 66 4％ 85％
7 G10H 2 3％ 96％ G09G 24 3％ 90％ G03B 39 2％ 87％
8 G11B 1 1％ 97％ G01N 16 2％ 92％ G11C 38 2％ 90％
9 G10L 1 1％ 99％ G06T 16 2％ 94％ G12B 34 2％ 92％
10 G06C 1 1％ 100％ G03B 15 2％ 95％ G06T 25 2％ 93％

表4 Main-IPC別の登録特許数の変化（1997 年－ 2003 年－ 2006 年）台湾企業上位 70 社まで
1997 年 2002 年 2006 年

順位 総計 6312 出願中
比 率

出 願 中
比率積算 総計 19109 出願中

比 率
出 願 中
比率積算 総計 29880 出願中

比 率
出 願 中
比率積算

1 G06F 951 15％ 15％ G06F 4264 22％ 22％ G06F 5301 18％ 18％
2 G11B 696 11％ 26％ G01N 1696 9％ 31％ G01N 2761 9％ 27％
3 G01N 482 8％ 34％ G11B 1537 8％ 39％ G02B 1905 6％ 33％
4 G02B 313 5％ 39％ G02B 1373 7％ 46％ G02F 1761 6％ 39％
5 G09F 304 5％ 44％ G02F 950 5％ 51％ G11B 1291 4％ 44％
6 G01R 257 4％ 48％ G01R 714 4％ 55％ G01R 1247 4％ 48％
7 G09B 225 4％ 51％ G06K 607 3％ 58％ G09F 1008 3％ 51％
8 G01F 213 3％ 55％ G09F 606 3％ 61％ G09B 953 3％ 54％
9 G08B 208 3％ 58％ G01F 551 3％ 64％ G09G 881 3％ 57％
10 G06K 196 3％ 61％ G09G 517 3％ 67％ G03G 863 3％ 60％



れるもの、されないもの、また、イノベーション
と呼べる革新的なもの、先願を少々改変したイン
クリメンタルなものの両方が存在すると思われま
すが、いずれにしても、大まかな見解ですが、中
国の技術革新の 10％を、台湾企業が支えているこ
とになります。
次に個別の企業の変化に注視してみます。図1
と図2は、鴻海が 2000 年と 2006 年にそれぞれ出
願し登録した特許の技術分野の内訳をパイチャー
トにしたもの、図3と図4は同じく、インベンテッ
クの 2000 年と 2006 年のものです。
この2社はともに、EMS企業ですが、顧客とす
る企業の製品に違いがあり、注力する技術が異な
るのは自然であると思います。しかし、注視すべ
きは、鴻海がその技術分野を拡張している一方で、
インベンテックは変わらず、G06F 技術に注力し
て研究開発を行い、特許の登録を行っていること
です。後掲のディスカッションで触れますが、鴻
海は自社の中国法人を活用して、自社の得意とす
る技術分野を拡張しています。2006 年における
当社の登録特許において、3％以下の数値しかな
い技術分野の特許は、2000 年にはほとんど見るこ
とができなかった技術分野です。これを新技術の
“芽生え”として捉えることができます。数年後
には、この数％の技術の中から、鴻海グループの
中核技術となるものが出てくる可能性は大きいと
言えるでしょう。「R&D は一日にしてならず。」
なのですが、鴻海はこの6年間で、それまで自社
になかった技術を自社のものにしています。表3
と表4の分析において明記しましたが、他国の競
合他社は積極的に、技術の範囲を広げていますの
で、今後は台湾企業においても、保有技術を広げ
て行く戦略が必要になる可能性があります。同様
の視点では、もう一方のインベンテックも、鴻海
には及ばないものの、登録技術を広げています。
両社は既に、中国における技術戦略が既に明確で
ある可能性が大きいと推察できます。
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図1 鴻海のMain-IPC 別登録特許状況（G分野 2000 年出願分）

図2 鴻海のMain-IPC 別登録特許状況（G分野 2006 年出願分）

図3 インベンテックのMain-IPC 別登録特許状況（G分野
2000 年出願分）



ここで、もう一つ個別企業のデータをご覧頂き
たいと思います。図5～図7は、日本、韓国、台
湾の液晶パネルのトップメーカ－における、2006
年に出願した登録特許の技術分野を比較したパイ
チャートです。図5はシャープ、図6は LGフィ
リップス、図7はAUオプトロニクス社（友達光
電）です。LG フィリップスは既知のように合弁
会社で、設立後、2001 年から積極的に登録特許数
を増やしています。AUオプトロニクスは、Acer
のディスプレー会社として出発し、数回のM&A
を経て、現在、世界3大パネル企業の1社と言わ
れています。これらの図を比較した、特徴的なこ
として、シャープの登録特許の 50％が G03G（電
子写真装置の全体制御技術）となっていることで

す。本技術をとりわけ多く登録している企業は、
キヤノン、リコー、富士ゼロックスなどのコピー
機メーカーです。（詳細は割愛しますが）中国特
許庁における G03G の登録数は、キヤノンが断然
多く、シャープはそれに続いています。LG フィ
リップス、AUオプトロニクスの2社は、専業メー
カーらしく G02F（薄型パネル・偏光板関連の技
術）及び、G09G（表示装置の制御特許）が自社の
登録特許の 90％に届く数字になっているのです
が、シャープに至っては、G02F と G09G を合計し
た登録技術数は、20％程度に留まっています。
G03G は、他社には殆ど見られない技術分野であ
り、シャープが既に 2006 年時点で、中国大陸にお
ける技術戦略の舵取りを、薄型パネルから、映像
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図4 インベンテックのMain-IPC 別登録特許状況（G分野
2006 年出願分）

図5 シャープのMain-IPC 別登録特許状況（G分野 2006 年
出願分）

図6 LGフィリップスのMain-IPC 別登録特許状況（G分野
2006 年出願分）

図7 AUオプトロニクス社（友達光電）のMain-IPC 別登録
特許状況（G分野 2006 年出願分）



読み取りの高速化、映像の高解像化など、映像技
術（ビジネス）に向けていたことがわかる結果に
なっています。

8．ディスカッション「鴻海精密工業の研
究開発戦略」

ここでは、台湾の製造業を代表する鴻海につい
て、中国特許庁への登録状況を概観してみましょ
う。1997 年から 2006 年までの 10 年間において、
鴻海による中国特許庁への登録件数は 2,248 件で
す。毎年 200 件を超える特許が登録されているこ
とになり、同社の R&D活動の活発さがうかがえ
ます。
特許に付与されている、IPC を通じて、当該特
許に含まれる「技術」を見てみましょう。図8に、
同社の中国特許における技術構成比率を示しま
す。最も多い技術分野は「G06F：電気的デジタル
データ処理」であり、全体の 48％を占めています。
続いて、「G02B：光学要素、光学系、光学装置」が
17％、「G02F：光の強度、色、位相、偏光または方
向の制御」が 11％となっており、上位3つの IPC
が全体の 75％を占めています。同社は、パーソナ
ル・コンピュータ、スマートフォン、タブレット
PC など、ハイテク機器の製造請負で世界一の座
にありますが、これが反映された技術構成だとい
えるでしょう。
さて、鴻海精密工業の特許で特徴的なのは、共
同出願率が極めて高いことです。図9のように、
全体の実に 95％が共同出願となっています。こ
れに対し、中国特許庁における全登録特許に関し
ましては、共同出願率はわずか8％に過ぎず、大
半の 92％は単独出願となっています（図7）。鴻
海は、平均的な企業とは異なる、非常にユニーク
な R&D戦略・知財戦略を採っていることになり
ます。
さて、それでは、鴻海はどのような企業と共同
で出願を行っているのでしょうか？図 11 に、同

交流 2011.11 No.848

― 11 ―

図8 鴻海：IPCコードによる中国登録特許の技術構成
（1997～2006）

図9 鴻海：共同出願率と単独出願率（1997～2006）

図 10 中国特許庁：全登録特許における共同出願率と単独出願率
（1997～2006）



社と共同で出願をおこなっているそれぞれの企業
に関する、特許件数の比率を示しました。もっと
も多いのは、共願特許全体の 86％を占める鴻富錦
（ホンフーチン）であり、これに富金（7％）と富
士康（フォックスコン；6％）が続いています。
（なお、FTC株式会社との共同出願は、1件のみ
でした。）図 11 で特徴的なのは、共同出願企業の
大半が中国企業だということです。最大の出願
パートナーである鴻富錦は、富士康グループの傘
下に属する中国の EMS 企業ですが、良く知られ
ているように、富士康は鴻海の子会社に相当しま
す。鴻海は、中国に作った傘下の企業とともに、
中国特許庁への共同出願を行っており、そのため、
共願率が大変高くなっていると言うことになりま

す。
共同出願相手に応じた技術構成は、図 12～14

の通りです。
共同出願件数が 1,898 件に上る鴻富錦の技術構

成は、鴻海のそれと似ておりますが、鴻海よりも
バランスがとれた構造になっています。実際、筆
頭の技術要素である「G06F：電気的デジタルデー
タ処理」の占める割合は 43％であり、鴻海のそれ
（48％）よりも5％程低くなっています。これに
対し、二番目に多い「G02B：光学要素、光学系、
光学装置」（19％）と三番目に多い「G02F：光の強
度、色、位相、偏光または方向の制御」（13％）
は、鴻海のそれよりもそれぞれ2％程度ずつ高く
なっており、技術ポートフォリオの分散化が少し
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図 11 鴻海：共同出願企業の件数比率（1997～2006） 図 12 鴻富錦（ホンフーチン）：鴻海との共願特許の技術構成
（1997～2006）

図 13 富金：鴻海との共願特許の技術構成（1997～2006） 図 14 富士康（フォックスコン）：鴻海との共願特許の技術構成
（1997～2006）



進んだ構成になっています。
一方、富金は、全体の9割弱が「G06F：電気的
デジタルデータ処理」となっており、特定の技術
に特化した構成となっています。 また、富士康
は、鴻海と富金の中間的な技術構成となっており、
上記2社の中間的な構成となっており、「G06F：
電気的デジタルデータ処理」と、「G02B：光学要
素、光学系、光学装置」の二つの技術で全体の 76％
を占め、これら二つの技術要素に特化したような
構成となっています。

9．むすびに

冒頭記載いたしましたが、本調査研究は、1997
年から 2006 年の間に、中国特許庁に出願された
特許のうち、既に特許登録されたもの、すなわち、
出願社（人）の権利として確定したものを対象デー
タとして分析を行っています。 2006 年に出願さ
れた特許（新技術）と言うことは、恐らく、2002
年辺りから 2006 年までに実施した R&D の成果
であると言えるでしょう。その後、時間は経過し、
仮に、2009 年辺りに出願された特許データ（すな
わち 2005 年あたりから 2009 年辺りの研究成果・
技術）を使って分析を試みれば、今回の結果に比
べ、より際立った結果が得られると思われます。
（実際には、そのうちの多くがまだ特許審査を終
えていないので、分析の対象として入手できませ
ん。） 恐らく、純粋な中国機関の特許登録は更に
増え、また、現在よりも多くの台湾企業が幅広い
技術分野に特許出願をしていることが推察できま
す。そして、日本企業の登録特許数は、継続して
減少しているかもしれません。台湾企業の中国で
の活動について言及するならば、仮に、ODMや、
EMS企業であっても、今後は、中国企業との顧客
の奪い合いが苛烈化すると思われます。台湾企業
は、安価な中国の労働力だけを武器にしているこ
とができない状況にあると考えられます。そのた
め、研究開発により新技術を積極的に特許登録し、

中国企業に対し、技術優位を強調する戦略は必要
であるように思われます。
ところで、日本企業と台湾企業は共に、自国市

場以外から大きな利益を上げる必要があることで
一致します。前者は、それを先進技術と知財戦略
で、後者は価格とスピードで得てきたと考えられ
ます。中国市場は、現状は成熟過程にあり、いま
だ価格は最優先される要因であるように思われま
すが、日本人から考えると、驚きにも近い経済的
階層化（簡単に言えば貧富の差）が進展していま
す。一方で、他に類がない人口（既に 14 億人とも
15 億人とも言われています。）を保有しており、
市場か細分化されたとしても、個々の市場は十分
大きく、一つの国の中に、成熟度合いが異なる、
幾つかの、相当規模の市場が共存して行くことが
考えられます。その中のひとつを支配できる製品
を生産・販売することができるだけで、十分に利
益が上げられるのではないかと思われます。中国
に存在する全ての階層・市場に、受け入れられる
万能な製品の存在は、業種や品種によっては考え
られなくは無いですが、先端技術を含む高付加価
値製品の場合は、あまり欲張って、細分化された
全ての市場に、通じる製品戦略を採らない方が、
結果的には、リスクを極小化でき、程良い利益を
獲得できるのではないかと思います。この観点か
ら R&Dを考えると、これまで日本企業が志向し
てきた R&D によって、必要な基本技術を得て、
それを特許として権利化する戦略は、研究期間に
数年、プラス、中国で特許登録するために数年を
必要としてしまい、新技術の製品化までに費やす
時間と経費を回収できるものか、評価が大変難し
くなります。更には、社会システムも異なり、民
族的にも多様であるため、日本や台湾で行える、
新技術（製品）に対する市場の醸成活動（マーケ
ティング活動）の実践にも、困難が伴うことが予
想できます。そう考えれば、中国市場では、最低
限必要な基本技術を研究開発によって得て、それ
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を特許として権利化し、それ以外に必要となる大
部分の技術は、中国のローカルの企業と一緒に、
生み出す活動を行うことが、時間、経費、リスク
の軽減に繋がるように思います。
この様な環境下の中国市場において、今後、台
湾企業がどのような R&D戦略を志向して行くの
か、中国に対するポジションが、他国と違いユニー
クなだけに、その興味も深まる一方です。
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付表 本文中の IPC SubClass とその内容
IPC

SubClass 内容

G01F 体積、体積流量、質量流量、または液位の測定；体積による測定（
G01N 材料の化学的または物理的性質の決定による材料の調査または分析
G01R 電気的変量の測定；磁気的変量の測定
G02B 光学要素、光学系、または光学装置

G02F
光の強度、色、位相、偏光または方向の制御、例．スイッチング、ゲーテイング、変調
または復調のための装置または配置の媒体の光学的性質の変化により、光学的作用が変
化する装置または配置；そのための技法または手順；周波数変換；非線形光学；光学的
論理素子；光学的アナログ／デジタル変換器

G03B 写真を撮影するためのまたは写真を投影もしくは直視するための装置または配置；光波
以外の波を用いる類似技術を用いる装置または配置；そのための付属品

G03G エレクトログラフィー；電子写真；マグネトグラフィー
G06C すべての計算が機械的に行われるデジタル計算機
G06F 電気的デジタルデータ処理
G06K データの認識；データの表示；記録担体；記録担体の取扱い
G06T イメージデータ処理または発生一般
G08B 信号または呼出し装置；指令発信装置；警報装置

G09B 教育用または教示用の器具；盲人、聾者または唖者の教習、または意志を通じるための
用具；模型；遊星儀；地球儀；地図；図表

G09F 表示；広告；サイン；ラベルまたはネームプレート；シール
G09G 静的手段を用いて可変情報を表示する表示装置の制御のための装置または回路
G10H 電気楽器
G10L 音声の分析または合成；音声認識
G11B 記録担体と変換器との間の相対運動に基づいた情報記録
G11C 静的記憶
G12B 他に分類されない器械の細部または他の装置の類似の細部
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